

第2章マクドナルドの開始から発展

2-1マクドナルドの誕生

　最初のマクドナルドはアメリカ合衆国・カリフォルニア州サンバーナーディノでマクドナルド兄弟が1940年に始めたものである。「スピード・サービス・システム」のキャッチフレーズと、工場式のハンバーガー製造方法、そしてセルフサービスの仕組みにより、第二次世界大戦後の1948年以降、特に有名になった。

　1954年に、ミルクシェイク用ミキサーのセールスマンで、ボヘミアユダヤ系の企業家のレイ・クロック(Ray Kroc)が、ミキサーを売りに兄弟の店にやってきたとき、マクドナルドの仕組みについて興味を持った。特に興味を持ったのは客席の回転率が大変高く、相当数の人数の客を次々とさばけることだった。すっかり感心したクロックは、ミキサーのメンテナンスで食堂にやってきたとき、システムをフランチャイズ形式にして、システムそのものを売る商売を始めてはどうかと勧めた。 

兄弟は「自分たちのためにこの店をやっているだけで、フランチャイズをするつもりはない」と消極的だったが、クロックが交渉を粘った末に「兄弟はこの店以外干渉しない」「クロックはこの店には干渉しない」「マクドナルドという名とシステムは、クロックが事業に使う」で合意、兄弟が要求した契約金（約3億円）もかなり高かったものの、クロックの野望は第一歩を踏み出す事ができた。 

クロックはマクドナルドを売り込むために熱心に働き、近々できるディズニーランドの中にマクドナルドの食堂を入れるよう、ウォルト・ディズニーにも直接会って積極的に売り込んだ。この試みは失敗したが、クロックは、イリノイ州デスプレーンズに最初のフランチャイズ店を出店し、即大成功となる。さらに1955年3月2日、新しい会社"McDonald's Systems Inc."（マクドナルドシステム会社）を作り、同年4月15日にクロックが直営店1号店をシカゴにオープンさせた。1960年には、社名をマクドナルドコーポレーション（"McDonald's Corporation"）に変更した。

2-2マクドナルドの売上
　日本マクドナルドホールディングスは2月13日、2019年12月期の決算を発表した。連結売上高は18年12月期比で3.5％増の2817億6300万円、営業利益は同11.9％増の280億1800万円だった。直営店とフランチャイズ店の売り上げを合算した全店売上高は創業以来最高の5490億円。既存店売上高は15年12月から20年1月まで50カ月連続で前年同月を上回っている。

　19年10月の消費増税による消費者の購買行動の変化に苦しむ外食産業において、一人勝ちともいえる結果を残した。「2019年は記念すべき年となった。だが、まだ成長し続けることは可能。日本は成長のポテンシャルが大きい」。決算発表会見でこう語ったサラ・カサノバ社長兼最高経営責任者（CEO）の表情は自信に満ちていた。
　消費増税に際し、マクドナルドは店内飲食（税率10％）と持ち帰り（同8％）の税込み価格を同一とした。併せて、ハンバーガーやチキンクリスプなど「100円マック」の主要商品の値段を10円引き上げるなど、メニューの3割を値上げした一方で、バリューセットなどの高価格帯やドリンク類は値段を据え置いた。

　この価格戦略が功を奏した。日本マクドナルドの日色保社長兼CEOは決算発表の会見で「増税時には顧客への分かりやすさを第一に考えた対応を取った。増税の影響はそれほど大きくはない」と語った。既存店売上高が堅調に推移していることに加え、値上げによって減ることが懸念された客数についても、台風被害などに見舞われた19年10月こそ2.4％減だったものの、11月以降は前年越えが続いている。
2-3マクドナルドとモスについて
　マクドナルドについて
経営理念　当社は今後も持株会社としてハンバーガービジネスで培った資産を有効活用し、経営の効率化と機動性の強化を通して企業価値の向上を図ることにより、長期的かつ安定的なグループ企業の成長を図りたいと考えている。

　会社の利益配分に関する基本方針　業績、配当性向、キャッシュ・フローのバランスを統合的に勘案し、自己資本比率、株主資本利益率（ROE）などの財務指標を妥当な水準に維持しながら、安定的な配当の継続を基本に利益還元に努めている。

　経営戦略　グループ各社を統轄する当社は、グループ運営の効果を最大とすべく常に組織編成を見直し、グループ企業へのサポートを行っているが、中期的には基幹事業であるハンバーガーレストラン事業に経営資源を集中していくのだった。

当社は、株主をはじめ、顧客、従業員、フランチャイジー、サプライヤー等の全てのステークホルダーの利益の最大化に努めるとともに、経営の透明性・効率性を高め、当社グループの持続的な企業価値の向上を実現することが重要であると考える。

このため、経営の意思決定・監督機能と業務の執行機能を分離し、適時的確かつ効率的な経営・執行体制の確立を図り、社外取締役の参加による透明性の高い経営の実現に取り組んでいる。
５章　トヨタの未来

　将来は安閑としておれない現状が差し迫っている。その理由としては、車の構造や利用方法が変わってきた、後進国での新車投入が進んできた、従来の自動車のコモディティ化が進んできた、環境問題の対応が厳しくなってきた、技術革新がIT革新に結び付いたことで現場力だけでは対応できなくなってきた。以上が車業界の課題として突きつけられる中、業界の巨人であるトヨタも一歩踏み間違えると一気に追い抜かれる危うい業界となっている。
　トヨタがEVを中国市場から投入する。理由としては、市場として大きく、EVの普及のための補助金制度が充実していることなどが挙げられる。ただし、補助金はまもなく打ち切られるとされている。中国でのEVの販売実績は世界で見てダントツだ。2018年に世界で121万台のEVが販売されたが、約6割にあたる70万7800台が中国で購入さている。環境問題などからこれまで中国では、EV、PHV、FCVの新エネルギー車の普及に力が入れられてきた。購入時の補助金が後押しして、急速に普及が進んできたのである。最大時に比べれば削減されたものの、それでも2018年の時点でEVについても補助金が設定されていた。1充電航続距離によってクラス分けがされていて、400km以上なら5万の補助金があったからだ。ただし、この補助金制度も間もなく打ち切られるとされる。2019年3月にも削減が行われ、400km以上でも2万5000となった。これは、中国ではEVの補助金にメーカーが依存していることが懸念されており、真の競争力を持ったメーカーを育てるためだからである。これに対してトヨタも、補助金がなくても購入してもらえることや、ガソリン車にはない魅力を持ったEVを開発する必要があるとしている。
　電動化の環境問題への対応には、クルマの電動化の推進が必要不可欠だ。トヨタは、エコカーは普及してこそ環境への貢献との考えのもと、国や地域ごとのエネルギーやインフラ整備の状況、さらにはエコカーの特徴に応じて、お客様の用途に合わせた最適なクルマの提供を目指している。 電動車の主力であるハイブリッド車は、本格普及に向けて、トヨタハイブリッドシステムを高性能化するとともに、ハイパワー型、簡易型など多様なタイプを開発し、お客様の様々なニーズに合わせて商品ラインアップを拡充していく。
　電気自動車は、主に３つの取り組みを進めている。１つ目は、新たなビジネスモデルの構築です。日本では小型、近距離、法人利用などにEVへのお客様ニーズがあると考え、本年より発売予定の超小型EVを活用した取り組みに着手していく。
２つ目は、中国、米国、欧州など市場が形成されつつある地域に向けては、ニーズに応じた多様なEVを、それぞれ得意分野を持つパートナー企業と共同で効率的に開発していく。３つ目は、高性能な電池の開発・電池需要の急拡大に対応する供給体制の整備。パナソニックと合弁会社を設立し、さらに中国の寧徳時代新能源科技股份有限公司 比亜迪股份有限公司 など世界の電池メーカーと協調している。
自動運転ではトヨタの交通事故死傷者ゼロを目指し、1990年代から自動運転技術の研究開発に取り組んできた。その開発理念は、人とクルマが気持ちの通った仲間のような関係を築くというもので、 自動運転技術、予防安全技術を多くの人に利用いただくため、新型車への予防安全パッケージの採用に加え、今お乗り頂いているクルマに取り付けることが可能な踏み間違い加速抑制システムを発売し、順次対象車種の拡大をトヨタは進めている。

トヨタが「Woven City」を作っている。 バーチャルとリアルの世界の両方で将来技術を実証することで、街に住む人々、建物、車などモノとサービスが情報でつながることによるポテンシャルを最大化できると考えている。もっといい暮らしを一緒に追求していきたい様々なパートナー企業や研究者と連携しながら、新たな街を作り上げている。
今後のトヨタは自動車はもちろん、環境や今の現状に対応した取り組みをしている。これからのトヨタに注目していきたい。
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